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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期連結
累計期間

第19期
第２四半期連結
累計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

第19期
第２四半期連結
会計期間

第18期

会計期間

自平成21年
９月１日
至平成22年
２月28日

自平成22年
９月１日
至平成23年
２月28日

自平成21年
12月１日
至平成22年
２月28日

自平成22年
12月１日
至平成23年
２月28日

自平成21年
９月１日
至平成22年
８月31日

売上高（千円） 6,670,1058,375,8022,349,6184,229,72214,997,158

経常利益又は経常損失（△）　

（千円）
743,921△831,984△215,316△506,6391,137,361

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
465,578△604,548△138,744△363,195 823,447

純資産額（千円） － － 7,883,2687,523,0458,221,312

総資産額（千円） － － 12,917,83019,872,71015,795,467

１株当たり純資産額（円） － － 424.17 404.79 442.36

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

26.01 △32.53 △7.62 △19.54 45.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額(円）
25.06 － － － 44.32

自己資本比率（％） － － 61.0 37.9 52.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,552,280△64,484 － － △1,533,017

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
709,442△1,645,983 － － 1,025,602

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△35,1403,251,173 － － △35,434

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,366,9813,227,9781,690,530

従業員数（人） － － 339 549 413

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　  　３．第18期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４．第19期第２四半期連結累計期間及び第19期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主

要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成23年2月28日現在

従業員数（人） 549 (100)

（注）１．従業員数は就業人員であり、パート・派遣社員は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で

記載しております。

２．従業員数は、当第２四半期連結会計期間中において38人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う増員　に

よるものであります。 

 

(2）提出会社の状況

　 平成23年2月28日現在

従業員数（人） 424 (69)

（注）１．従業員数は就業人員であり、パート・派遣社員は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載

しております。

２．従業員数は、当第２四半期会計期間中において15人増加しておりますが、これは業容拡大に伴う増員による

ものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年12月１日
至 平成23年２月28日)

（千円）　

前年同四半期比

（％）

太陽電池製造装置事業 4,169,092 －

真空包装機事業 80,408 －

合計 4,249,501 －

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（千円）

前年同四半期比　　
（％）

受注残高
（千円）　　　　

前年同四半期比
（％）

太陽電池製造装置事業 4,813,076 － 14,066,626 －

真空包装機事業 82,651 － 35,128 －

合計 4,895,728 － 14,101,754 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）
（千円）　

前年同四半期比
（％）

太陽電池製造装置事業 4,130,071 －

真空包装機事業 99,650 －

合計 4,229,722 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

First Solar Malaysia SDN.BHD.－ － 1,173,274 27.7

Canadian Solar

Manufacturing(Ontario)Inc.
－ － 684,687 16.2

LG Electronics, Inc. 690,000 29.4 － －

REC Modules Pte. Ltd.　377,132 16.1 － －

LS Industrial Systems, Co., Ltd.340,412 14.5 － －

First Solar Manufacturing GmbH235,410 10.0 － －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外諸国における景気の持ち直しや政府の景気刺激策を背景

に、企業の設備投資意欲や個人消費は緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、為替の円高基調に対する警戒感

や、デフレの影響、更には依然として厳しい雇用情勢や所得環境の影響により、景気回復の先行きは不透明な中で推

移しました。

当社グループの主力事業である太陽電池製造装置事業におきましては、多くの国における太陽電池設置支援政策

の後押しと、太陽電池の価格がグリッド・パリティに接近していることで、太陽電池の普及は引き続き堅調に推移

してきております。そのため、世界的に太陽電池メーカーの設備投資に対する意欲が高まっております。

　そのような状況下、当第２四半期連結会計期間においては、当社グループの受注は引き続き好調に推移しました。

しかしながら、売上高につきましては、同期間中に売上を予定していた案件の一部が、第３四半期以降に売上計上す

ることとなったことにより、期初予想を下回る結果となりました。また、利益につきましては、原価削減を目的とし

た新生産方式への移行が遅れたこと、一部の顧客から受注した装置の原価が期初の想定以上に膨らんだこと等によ

り、営業損失を計上することになりました。

　一方、真空包装機事業においては、主要な市場である食品業界市場が縮小傾向にあることから、真空技術を生かし

た真空断熱パネル製造装置等の特殊真空包装機の販売を推進してきました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は4,229,722千円（前年同期比180.0％）、営業損失は519,398千

円（前年同期は212,443千円の営業損失）、経常損失は506,639千円（前年同期は215,316千円の経常損失）、四半期

純損失は363,195千円（前年同期は138,744千円の四半期純損失）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

①太陽電池製造装置事業 

太陽電池製造装置事業においては、売上高は4,130,071千円となり、315,676千円の営業損失となりました。 

 

②真空包装機事業 

真空包装機事業においては、売上高は99,650千円となり、営業利益は9,960千円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、第１四半期連

結会計期間末に比べ296,965千円減少し、3,227,978千円となりました。主な要因は以下のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により取得した資金は252,859千円（前年同期は420,922千円の支出）となりました。これは主として、

売上債権の減少702,657千円、前受金の増加369,259千円、法人税等の還付額150,027千円があった一方で、税金等調

整前四半期純損失の計上503,198千円、たな卸資産の増加613,896千円があったことによるものであります。
 
②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は862,515千円（前年同期は746,122千円の収入）となりました。これは主として、

有形固定資産の取得による支出827,376千円があったことによるものであります。
 
③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により取得した資金は312,186千円（前年同期は12,276千円の収入）となりました。これは主として、長

期借入れによる収入3,500,000千円があった一方で、短期借入金の返済による支出3,000,000千円があったことによ

るものであります。
 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　　　　①基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式等の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要

な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。　

　

②基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、平成4年設立以来真空技術の研鑽に努め、より良い真空包装機の開発と応用、及びその提供を通じて食

品業界のみならずさまざまな産業界へ貢献してきました。真空包装機の応用の一環として開発しました太陽電池

製造用真空ラミネーターは、太陽電池モジュール製造工程に不可欠であるラミネーション工程に必須の装置とし

て、今日の世界の太陽電池生産において重要な役割を果たしております。また、真空ラミネーターのみならず、当

社がこの太陽電池モジュール製造工程において供給しております、セルテスター、セル自動配線装置、モジュール

テスター及びその他周辺装置、並びにこれらの装置を含む一貫ラインは、現在の太陽電池の量産化やコストダウ

ンの実現という役割を果たしてきました。また、当社がそのような役割を果たせたことにより、今日の当社の事業

基盤を確立することができました。

当社は、「真空技術と環境問題への係わり」という企業方針に則り、地球環境保護に努め、環境にやさしい企業

活動を行うことを環境方針としている一方、より生産性の高い装置を、世界中の太陽電池モジュール製造会社に

供給することにより、クリーンエネルギーの代表とも言える太陽電池の適正な世界的普及の役割の一端を担って

きました。また、その役割を果たし続けることが、当社の使命であり存在価値であり、当社の成長の源泉であり、ひ

いては企業価値の向上につながるものと考えております。

これらの経営方針のもと、当社の持つ経営資源を有効に活用するとともに、さまざまなステークホルダーとの

良好な関係を維持し、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上に取り組んでまいります。

　
③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため
の取組み(本プラン)

(ⅰ)本プランの目的

本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が順守すべきルールを明確にし、株主の皆様

が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉

の機会を確保することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的とし

ております。
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(ⅱ)本プランの概要

本プランは、当社株式等の20％以上を取得しようとする者が現れた際に、買付者に事前の情報提供を求め

るなど、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。買付者は、本プランにかかる手続に従

い、当社取締役会において本プランに定める対抗措置を発動又は不発動の決議を行うまで、当社株式等の大

規模買付等を開始することはできないものとします。

当社は、本プランにおける対抗措置の発動の判断について、当社取締役の恣意的な判断を排除するため、当

社経営陣から独立した者（当社社外監査役、社外の有識者等）のみから構成される独立委員会において、そ

の客観的な判断を経るものとしております。

独立委員会は、買付者が本プランに定める手続を順守しない場合や当社株式等の大規模買付が当社の企業

価値・株主共同の利益を著しく損なうものである場合には、原則として当社取締役会に対抗措置の発動を勧

告します。また、本プラン所定の場合には、対抗措置発動に関して予め株主意思の確認を得るべき旨の留保を

付すことができることになっております。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動又は不発動の決議を行います。独立

委員会が株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合には、実務上開催が著しく困難な場合を除き、株

主意思確認のための株主総会を招集して、対抗措置の発動に関する議案を付議し、当該決定に基づき対抗措

置の発動又は不発動の決議を行います。

本プランの対抗措置は、原則として、買付者による権利行使を認めないとの行使条件及び当社が買収者以

外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点

の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割当てるものであります。

本プランの有効期間は、原則として、平成22年11月26日開催の第18期定時株主総会終了後3年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっております。　

　

④具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の「当社が持つ経営資源を有効に活用するとともに、さまざまなステークホルダーとの良好な関係を維持

する」という方策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるものであり、当社の基

本方針に沿うものであります。

また、本プランは、当社株式等に対する大規模買付等が行われた際に、当社の企業価値・株主共同の利益を維持

するための枠組みであり、基本方針に沿うものであります。特に、本プランについては、「企業価値・株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則の要件を全て充足すること、第18期定時

株主総会において株主の皆様の承認を得ていること、一定の場合に本プランの発動の是非について株主意思確認

総会において株主意思を確認することとしていること、及び取締役会によりいつでも本プランを廃止できるとさ

れていること等株主意思を重視するものであること、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員3名以

上により構成される独立委員会が設置され、本プランの発動是非の判断に際しては必ず独立委員会の判断を経る

ことが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で外部専門家を利用し助言を受けることができるとされ

ていること等により、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するもので

あって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

（注）なお、当社は、平成19年11月29日開催の第15期定時株主総会の決議に基づき導入した当社株式等の大規模買付行為に関する対

応策（旧プラン）の有効期間が同総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会である平成22

年11月26日開催の第18期定時株主総会終結の時までとされていたことから、平成22年10月8日開催の当社取締役会において、当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に照らして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、旧プランの内容を一部改定した上で、更新しております。上記は、更

新後の本プランの内容の概要並びに具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由を記載しております。

 
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、83,779千円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1)主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2)設備の新設、除却等の計画

設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完成したもの及びその完成年月は次のとおりであります。なお、

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

セグメントの名称　 設備の内容
当第２四半期連結会計期間に

完成したもの（千円）
完成年月

太陽電池製造装置事業　 松山第三工場Ｃ棟　 690,000　 平成22年12月

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,400,000

計 54,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年４月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,585,120 18,585,120
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数100株

計 18,585,120 18,585,120 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年12月1日～

平成23年2月28日
－ 18,585,120 － 2,174,962 － 2,097,376
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（６）【大株主の状況】

　 平成23年2月28日現在

氏 名 又 は 名 称 住       所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

隣　良郎 東京都世田谷区 2,421,04013.02

伊藤　雅文 埼玉県さいたま市浦和区 1,935,72010.41

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町2丁目11番3号 1,298,700 6.98

橋本　徹 東京都目黒区 1,039,120 5.59

ザ チェース マンハッタン バンク　

エヌエイ ロンドン エス エル オム

ニバス アカウント　

東京都中央区月島4丁目16-13 865,910 4.65

橋本アセットマネジメント合同会社 静岡県伊東市大室高原9-642 700,000 3.76

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1丁目8-11 572,900 3.08

佐藤　寿 神奈川県横浜市都筑区 492,000 2.64

野村信託銀行株式会社(投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2-2 352,700 1.89

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(リテール信託口620090807)
東京都港区浜松町2丁目11番3号 350,000 1.88

計 － 10,028,09053.95

（注)１．所有株式数の割合は自己株式（146株）を控除して計算しております。

２．スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成22年11月２日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、平成22年10月29日現在で1,013,300株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期

会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。なお、

スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　スパークス・アセット・マネジメント株式会社

住所　　　　　　　　　　　東京都品川区大崎一丁目11番2号ゲートシティ大崎

保有株券等の数　　　　　　株式　1,013,300株

株券等保有割合　　　　　　5.45％

３．フィデリティ投信株式会社から平成22年12月22日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平

成22年12月15日現在で900,600株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。なお、フィデ

リティ投信株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　フィデリティ投信株式会社

住所　　　　　　　　　　　東京都港区虎ノ門4丁目3番1号　城山トラストタワー

保有株券等の数　　　　　　株式　900,600株

株券等保有割合　　　　　　4.85％

４．ノルウェー銀行から平成23年2月2日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成23年1月28日現在で935,800

株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。なお、ノルウェー銀行の大量保有報告書の写

しの内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　ノルウェー銀行

住所　　　　　　　　　　　ノルウェー オスロ N-0107 セントラム私書箱1179 バンクプラッセン2

保有株券等の数　　　　　　株式　935,800株

株券等保有割合　　　　　　5.04％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年2月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,577,600 185,776 －

単元未満株式 普通株式    　 7,420 － －

発行済株式総数 18,585,120 － －

総株主の議決権 － 185,776 －

 

②【自己株式等】

　 平成23年2月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合　　　
（％）

株式会社エヌ・ピー・シー
東京都荒川区南千住

一丁目1番20号　
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
9月

10月 11月 12月
平成23年
1月

2月

最高（円） 1,720 1,930 1,894 1,815 1,842 1,700

最低（円） 1,521 1,671 1,748 1,614 1,557 1,593

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

役職の異動 

　新役名及び職名 　旧役名及び職名 　氏名 異動年月日　

取締役

太陽電池関連本部副本部長

兼太陽電池事業統括室長　

取締役

太陽電池関連本部副本部長　
秋田　純一　 　平成23年1月11日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年12月1日から平成22年2月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年9月1日から平成22年2月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計

期間（平成22年12月1日から平成23年2月28日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年9月1日から平成23年2

月28日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年12月1日から平成22

年2月28日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年9月1日から平成22年2月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年12月1日から平成23年2月28日まで）及び当第２四半期連結累計

期間（平成22年9月1日から平成23年2月28日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人に

よる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,227,978 2,690,530

受取手形及び売掛金 2,792,637 3,441,602

商品及び製品 87,117 98,190

仕掛品 5,103,082 3,896,763

原材料及び貯蔵品 871,093 154,329

繰延税金資産 357,033 138,958

その他 632,731 714,237

貸倒引当金 △14,546 △16,984

流動資産合計 13,057,129 11,117,628

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,676,808 1,952,768

減価償却累計額 △294,197 △241,623

建物及び構築物（純額） 2,382,611 1,711,145

土地 2,063,794 2,063,794

その他 511,198 435,640

減価償却累計額 △269,458 △240,955

その他（純額） 241,740 194,685

建設仮勘定 994,000 250,563

有形固定資産合計 5,682,146 4,220,188

無形固定資産

のれん 226,110 －

その他 474,826 111,206

無形固定資産合計 700,936 111,206

投資その他の資産

繰延税金資産 12,905 －

その他 419,740 346,481

貸倒引当金 △147 △37

投資その他の資産合計 432,498 346,443

固定資産合計 6,815,581 4,677,839

資産合計 19,872,710 15,795,467
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,051,016 5,727,001

1年内返済予定の長期借入金 700,000 －

未払法人税等 10,491 －

前受金 1,978,336 1,170,323

受注損失引当金 321,304 129,727

その他 640,183 517,906

流動負債合計 9,701,332 7,544,959

固定負債

長期借入金 2,625,000 －

繰延税金負債 23,333 29,196

固定負債合計 2,648,333 29,196

負債合計 12,349,665 7,574,155

純資産の部

株主資本

資本金 2,174,962 2,174,962

資本剰余金 2,097,376 2,097,376

利益剰余金 3,324,207 4,003,096

自己株式 △321 △321

株主資本合計 7,596,224 8,275,113

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △904 △904

繰延ヘッジ損益 3,199 3,038

為替換算調整勘定 △75,475 △55,935

評価・換算差額等合計 △73,179 △53,801

純資産合計 7,523,045 8,221,312

負債純資産合計 19,872,710 15,795,467
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高 6,670,105 8,375,802

売上原価 4,856,744 7,737,173

売上総利益 1,813,361 638,629

販売費及び一般管理費 ※1
 1,074,448

※1
 1,619,985

営業利益又は営業損失（△） 738,912 △981,356

営業外収益

受取利息 7,161 547

受取配当金 － 1,125

保険解約返戻金 － 128,729

為替差益 － 13,603

その他 6,250 23,075

営業外収益合計 13,411 167,081

営業外費用

支払利息 － 11,849

デリバティブ評価損 － 176

支払手数料 6,298 5,312

為替差損 2,014 －

その他 90 370

営業外費用合計 8,402 17,709

経常利益又は経常損失（△） 743,921 △831,984

特別利益

貸倒引当金戻入額 11,238 2,258

補助金収入 34,256 －

特別利益合計 45,494 2,258

特別損失

特別退職金 6,600 －

特別損失合計 6,600 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

782,815 △829,725

法人税、住民税及び事業税 322,616 7,003

法人税等調整額 △5,379 △232,179

法人税等合計 317,237 △225,176

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △604,548

四半期純利益又は四半期純損失（△） 465,578 △604,548
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高 2,349,618 4,229,722

売上原価 2,003,645 4,024,814

売上総利益 345,973 204,907

販売費及び一般管理費 ※1
 558,416

※1
 724,305

営業損失（△） △212,443 △519,398

営業外収益

受取利息 2,859 539

デリバティブ評価益 － 1,402

保険解約返戻金 662 1,161

為替差益 － 11,346

保険事務手数料 1,275 1,768

その他 704 8,713

営業外収益合計 5,501 24,933

営業外費用

支払利息 － 8,392

支払手数料 4,953 3,596

為替差損 3,333 －

その他 87 185

営業外費用合計 8,374 12,174

経常損失（△） △215,316 △506,639

特別利益

貸倒引当金戻入額 647 3,440

特別利益合計 647 3,440

特別損失

特別退職金 6,600 －

特別損失合計 6,600 －

税金等調整前四半期純損失（△） △221,269 △503,198

法人税、住民税及び事業税 △51,092 2,322

法人税等調整額 △31,433 △142,325

法人税等合計 △82,525 △140,003

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △363,195

四半期純損失（△） △138,744 △363,195
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

782,815 △829,725

減価償却費 97,286 133,840

のれん償却額 － 20,555

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,576 △2,258

受注損失引当金の増減額（△は減少） 163,353 180,302

受取利息及び受取配当金 △7,161 △1,672

支払利息 － 11,849

保険解約損益（△は益） － △128,729

売上債権の増減額（△は増加） △92,427 646,742

たな卸資産の増減額（△は増加） 247,774 △1,524,699

仕入債務の増減額（△は減少） △196,013 324,788

前受金の増減額（△は減少） △1,848,237 808,013

その他 146,439 30,043

小計 △717,746 △330,952

利息及び配当金の受取額 2,575 1,672

利息の支払額 － △11,849

保険金の受取額 － 128,729

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △837,110 147,913

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,552,280 △64,484

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 819,951 1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △28,453 △1,575,511

無形固定資産の取得による支出 △12,541 △16,086

事業譲受による支出 － △960,131

その他 △69,514 △94,252

投資活動によるキャッシュ・フロー 709,442 △1,645,983

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 3,000,000

短期借入金の返済による支出 － △3,000,000

長期借入れによる収入 － 3,500,000

長期借入金の返済による支出 － △175,000

ストックオプションの行使による収入 33,920 －

配当金の支払額 △69,060 △73,826

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,140 3,251,173

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,645 △3,256

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △889,624 1,537,448

現金及び現金同等物の期首残高 2,256,605 1,690,530

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,366,981

※1
 3,227,978
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）　

１．連結の範囲に関する事項の変更

　

　

　

(1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、恩璧希精密机械?易（上海）有限公司を新

たに設立したため連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数

4社

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、損益に与える影響はありません。

(2) 企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の

一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する

会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻金」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第２

四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険解約返戻金」は1,982千円であります。

　

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「保険解約損益（△は益)」及び「保険金の受取額」が、それぞれ金額的重要性が増したため、当第２四半期連結累計期

間より区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「保険解約損益(△は益)」

は△1,982千円、「保険金の受取額」は1,982千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

を期間按分して算定する方法によっております。 

２．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

３．たな卸資産の評価方法 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価の切下げを行う方法によっております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　 該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 販売手数料 136,866千円

 役員報酬 66,442千円

 給料手当 274,197千円

 旅費交通費 121,911千円

 支払手数料 73,116千円

 減価償却費 18,669千円

 研究開発費 114,925千円

 

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 販売手数料 131,953千円

 役員報酬 83,387千円

 給料手当 426,999千円

 旅費交通費 160,440千円

 支払手数料 170,232千円

 減価償却費 45,956千円

 研究開発費 235,385千円

 

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 販売手数料 81,137千円

 役員報酬 32,139千円

 給料手当 145,290千円

 旅費交通費 60,158千円

 支払手数料 44,472千円

 減価償却費 9,259千円

 研究開発費 60,763千円

 

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 販売手数料 10,851千円

 役員報酬 49,119千円

 給料手当 226,289千円

 旅費交通費 76,794千円

 支払手数料 66,577千円

 減価償却費 27,839千円

 研究開発費 83,779千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 （平成22年２月28日現在）

 （千円）

 現金及び預金勘定  3,666,981

 預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △2,300,000

 現金及び現金同等物  1,366,981

 

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 （平成23年２月28日現在）

 （千円）

　

 現金及び預金勘定  3,227,978

 現金及び現金同等物  3,227,978
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　

平成23年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　18,585,120株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　 　146株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額　

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額（円）
 基準日 効力発生日  配当の原資

 平成22年11月26日

定時株主総会
 普通株式 74,339  4  平成22年8月31日 平成22年11月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

 
太陽電池製造
装置事業
（千円）

真空包装機事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,173,850175,7672,349,618 － 2,349,618

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 2,173,850175,7672,349,618 － 2,349,618

営業利益又は営業損失(△) △87,214 48,680 △38,533△173,909△212,443

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

 
太陽電池製造
装置事業
（千円）

真空包装機事
業（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 6,408,237261,8686,670,105 － 6,670,105

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 6,408,237261,8686,670,105 － 6,670,105

営業利益 1,029,75241,8401,071,593△332,680 738,912

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、事業内容を勘案して次のとおり区分しております。

(1）太陽電池製造装置事業－－－－－太陽電池製造装置の開発製造及び販売に関する事業

(2）真空包装機事業－－－－－真空包装機の開発製造及び販売に関する事業

２．各区分に属する主要な製品

(1）太陽電池製造装置事業の主要製品

セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター、モジュールテスター、

薄膜モジュール製造ライン等

(2）真空包装機事業の主要製品

小型卓上式真空包装機、テーブル式真空包装機、連続自動式真空包装機等
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,277,55837,925 34,1332,349,618    － 2,349,618

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
59,714 11,482 23,570 94,767△94,767     －

計 2,337,27349,408 57,7032,444,385△94,7672,349,618

営業損失(△)　 △22,678△12,393△1,897△36,969△175,474△212,443

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,525,49154,045 90,5686,670,105    － 6,670,105

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
112,26795,207 37,657245,132△245,132    －

計 6,637,759149,253128,2266,915,238△245,1326,670,105

営業利益又は営業損失(△) 1,042,65846,601△9,5171,079,742△340,829738,912

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域

北米：米国

欧州：ドイツ

EDINET提出書類

株式会社エヌ・ピー・シー(E01734)

四半期報告書

24/32



【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

 欧州・アフリカ アジア 北中南米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 351,2171,785,49352,924 1,280 2,190,915

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 2,349,618

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.9 76.0 2.2 0.1 93.2

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年２月28日）

 欧州・アフリカ アジア 北中南米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 546,4183,504,4192,141,1862,190 6,194,215

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 6,670,105

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
8.2 52.6 32.1 0.0 92.9

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域

(1）欧州・アフリカ：ドイツ、フランス、スペイン、チェコ、ハンガリー、オランダ、南アフリカ等

(2）アジア：中国、韓国、台湾、タイ、インド、フィリピン等

(3）北中南米：米国、メキシコ等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているもので

あります。

当社グループは製品・サービス別の事業本部を設置し、各事業本部が国内及び海外の包括的な戦略を立案し

事業活動を展開しております。したがって、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメ

ントから構成されており、「太陽電池製造装置事業」、「真空包装機事業」の２つを報告セグメントとしてお

ります。

「太陽電池製造装置事業」は、セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター、モジュールテスター、薄

膜モジュール製造ライン等を製造及び販売しております。「真空包装機事業」は、小型卓上式真空包装機、テー

ブル式真空包装機、連続自動式真空包装機等を製造及び販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年２月28日）

 （単位：千円）

 
太陽電池製造
装置事業

真空包装機　
事業

合計
調整額
(注)１　

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

売上高                     

　外部顧客への売上高 8,053,564322,2388,375,802 － 8,375,802

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
－ － － － －

計 8,053,564322,2388,375,802 － 8,375,802

セグメント利益又は損失（△） △563,124 29,057△534,067△447,289△981,356

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

 （単位：千円）

 
太陽電池製造
装置事業

真空包装機　
事業

合計
調整額
(注)１　

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

売上高                     

　外部顧客への売上高 4,130,07199,6504,229,722 － 4,229,722

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
－ － － － －

計 4,130,07199,6504,229,722 － 4,229,722

セグメント利益又は損失（△） △315,676 9,960 △305,715△213,683△519,398

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行なっております。

　

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。

　

 （追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　　
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）

長期借入金が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められます。 

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

長期借入金 3,325,000 3,317,622 7,377

　
（注)１．金融商品の時価の算定方法

長期借入金

元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

２．四半期連結貸借対照表計上額には、1年内返済予定の長期借入金を含めております。　

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）

著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）　

当第２四半期連結会計期間末において、為替予約取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますの

で注記は省略しております。

  

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年２月28日）

前連結会計年度末
（平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 404.79円 １株当たり純資産額 442.36円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 26.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
25.06円

１株当たり四半期純損失金額 32.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。   

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 465,578 △604,548

普通株主に帰属しない金額（千円）     －     －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
465,578 △604,548

期中平均株式数（株） 17,899,228 18,584,974

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円）     －     －

普通株式増加数（株） 676,398 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

    －     －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額 7.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 19.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。  

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 138,744 363,195

普通株主に帰属しない金額（千円）     －     －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 138,744 363,195

期中平均株式数（株） 18,212,307 18,584,974

　 　 　

　

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日)

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日） 

著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年4月14日

株式会社エヌ・ピー・シー

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 舩山　卓三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　靖容　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・ピー・

シーの平成21年９月1日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平

成22年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ピー・シー及び連結子会社の平成22年２月28日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成22年4月8日開催の取締役会において、松山第四工場建設計画を決議した。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年４月14日

株式会社エヌ・ピー・シー

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　靖容　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・ピー・

シーの平成22年９月1日から平成23年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年12月１日から平

成23年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年９月１日から平成23年２月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ピー・シー及び連結子会社の平成23年２月28日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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